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研究成果の概要（和文）：本研究では、消費者法の体系的構築の可能性を追究するため、EU消費者法の平準化を
めぐる新たな展開を分析した。特に焦点を当てたのは、消費者権利指令、単一デジタル市場に向けたEUの立法動
向、消費者団体訴訟制度などである。
これらの分析を踏まえて、消費者法の実体法規のあり方や、消費者の権利実現・被害救済を実効化するための手
続的な仕組みのあり方について、体系性という視点を加えて検討を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of our research was to seek for the possibility of 
systematization of Consumer Law. For this purpose, we have examined the new developments of EU 
Consumer Law concerning its harmonization and then examined the structure and the contents of 
Consumer Material Law and Procedural Law related to the realization of consumer rights, from the 
viewpoint of the systematization of Consumer Law.
With regard to the above, we have focused especially on (1) Consumer Rights Directive, (2) New EU 
Rules towards the single Digital Market and (3) Consumer Group Litigation System, and analyzed them.
Based on this analysis, we have discussed the core points for the systematization and effectiveness 
of Consumer Law. 

研究分野：民法・消費者法

キーワード： 消費者法　EU法　民法　比較法　民事手続法

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、第一に、ＥＵの消費者法の平準化に向けた最新の動向を分析検討したことにある。この
ような作業は、それ自体で、わが国の今後の消費者法の在り方を考える上での重要な資料を提供することにな
る。第二に、ＥＵでの議論を参考にしながら、消費者法の体系化に向けた検討を行ったことにある。この研究作
業は、わが国の消費者法の発展に寄与するものになったと考える。第三に、本研究では、情報通信技術の発展を
背景に重要性を増したオンラインプラットフォーム取引などについても検討を進めた。日本では従来、未だ十分
に行われていなかった課題について、重要な問題提起をすることができたと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

(1) 消費者法およびこれに関連する研究は、20 世紀最後の四半世紀に飛躍的な発展を遂げた。

特に欧州共同体では、加盟国の消費者保護の推進と消費者法の平準化が積極的に図られてきたが、

その波及的な効果は、さらに他の世界各国へと広がることとなった。日本における製造物責任法

（1994 年）や消費者契約法（2000 年）等の重要な法律の制定も、このような世界的な潮流の延

長線上にあるということができる。 

このような消費者法のグローバル化と消費者法の国際的な平準化は、最先端の法領域にも拡大

しつつある。たとえば、ヨーロッパ法研究所（ELI）の2015 年の年次総会では、テーマの一つと

して「CESL（欧州共通売買法）からデジタル単一市場へ」が取り上げられたが、EU におけるこ

のようなデジタル市場の統合への試みは、アメリカにおける法政策の中でも強く意識されている

ところであり、グローバル社会における消費者保護の在り方に強く影響を与える主要な動きとな

っていた。 

(2) 日本では、消費者法の比較法的研究に本格的に取り組んできた先行例として、故 長尾治助

氏（元立命館大学教授）を中心とする研究プロジェクトのほか、本研究の代表者である鹿野が参

加しているヨーロッパ消費者法研究会がある。これらの研究プロジェクトは、その主な研究対象

である欧州のみならず、英米法圏やアジア圏における消費者法や私法全般を対象に含むものであ

るが、特にEU におけるこの分野の法発展がめざましいことから、EU 消費者法についての研究を

特に積極的に深めている。20 世紀末に相次いで採択された個々のEU 消費者保護関連指令や法統

一のプロジェクトについては、日本でも個別研究が多く公表されている。本研究の代表者および

研究分担者も、消費者権利指令（2011/83/EU）、DCFR、欧州共通売買法（CESL）規則提案等を対

象に検討を加えてきており、外国人研究者の日本への招聘、海外調査の実施、外国法関連資料の

翻訳作業を通じてこれらに対する理解を深めたほか、この研究の成果を著書や論文として公表し

てきた。また、この領域における日本法の進展を外国に発信するために、外国語論文の公表等も

行ってきた。 

(3) 今世紀に入って、EU では、より統一的な消費者法の実現へ向けた大きな展開が見られ、注

目を集めている。EU では、これまで消費者保護立法が個別領域ごとに対症療法的に策定されて

きたために、各法がモザイク状となり統一的な体系を欠いた状態になっていることが強く自覚さ

れ、領域横断的な指令（水平化）が必要であることが主張された。他方、これまでEU が採用し

てきた「最低水準のルールの平準化minimum harmonization」では、各国における保護水準の差

が解消されず、それが統一市場の形成の深刻な障害となっていること、それゆえ画一的基準の導

入を強制する「完全平準化full harmonization」を採用することが必要であることが主張された。

その結果、EU 消費者立法は、CESL に見られるような完全平準化へ向けて大きく舵が切られた。

この提案は後に撤回されることとなったが、その影響はなお大きく残っている（このことについ

ては、中田邦博「ヨーロッパ（EU）私法の平準化」（岩谷十郎ほか編『法典とは何か』（慶應義

塾大学出版会、2015）205 ページ以下を参照）。 

(4) このような新たな展開の他の現れとして、消費者権利指令（2011/83/EC）を挙げることが

できる。この指令は水平化・完全平準化を目指したものであり、それゆえに、この指令をめぐっ

て激しい議論が展開された。本研究の研究代表者および分担者は、この指令による影響を正確に

把握し各国の動向を見極めるために、消費者権利指令とその国内法化に関する研究を行ってきて

おり、その成果を公表してきた。さらに、消費者権利指令以降のEU 消費者法の展開については、

科研費補助金（平成25 年度～27 年度：基盤研究（B）（一般）「EU 法の展開と消費者法の再構

築」研究課題：25285033）の助成を得て、既に共同研究を行ってきた。以上のような研究成果の



一部は、中田邦博=鹿野菜穂子編『ヨーロッパ消費者法・広告規制法の動向と日本法』（日本評

論社、2011）においてまとめていた。 

 
２．研究の目的 

(1) 本研究は、以上のような状況を背景に、１．研究開始当初の背景でも触れた本研究グルー

プの従前の研究を基礎としながら、EU 消費者法の平準化をめぐる新たな展開を分析するととも

に、それを踏まえて、消費者法の実体法規のあり方や、消費者の権利実現・被害救済を実効化す

るための手続的な仕組みのあり方について、体系性という視点を加えて検討を行い、消費者法の

体系的構築の可能性を検討することを目的としたものである。 

(2) 具体的には、まず、EU 消費者私法の平準化の促進を目的とする新たな動向、とりわけ①消

費者権利指令、②ヨーロッパ共通売買法規則提案以後のデジタル市場の統合への試み、③消費者

団体訴訟制度などについて分析し、また消費者法の体系化や構造化をめぐるヨーロッパにおける

議論についての検討を行い、その上で、これらの分析・検討を踏まえて、最終的にはわが国での

消費者法のあり方についての提言を行うことを目的とした。 

 
３．研究の方法 

(1) 本研究の課題は、EU消費者法の新たな動向を明らかにすることと、消費者法の体系・構造

に関わる議論を分析・検討し将来に向けた提言を行うことの２つに分けることができ、それぞれ

に対応した方法をとった。 

(2) 第一の課題のためには、EU立法それ自体のみならず、各国におけるEU立法の国内法化を調

査し、分析・検討する必要がある。そこでまず、①消費者保護問題に関するEUの政策・対応の変

遷をたどり、関連する重要な個別立法（指令、規則）が採択され、あるいは提案が提言された経

緯と、その具体的な内容およびそれに関わる議論の分析を行う。また、②それが各国法にどのよ

うな形で受容され、各国の法体系や取引にいかなる影響を及ぼしたのかを調査・検討する。 

このいずれにおいても、まずは日本において文献調査を行い、それを整理・分析することを通

して、現地調査においてさらに明らかにするべき点を整理した上で、現地におけるヒアリング調

査を実施し、文献だけでは明らかではない情報を補充するととともに、実際の機能に関する情報

を得るという作業を行った。 

(3) 第二の課題については、現在、EU 域内、とりわけドイツで活発な議論が生じていることか

ら、その議論についてまず整理し、第一の課題の成果も踏まえて日本法の議論に接合させること

を試みた。 

ここでも、事前に文献調査を行ったうえで、現地調査においてそれを深めるという点では同様

の方法も採ったが、さらに、現地で海外研究者と意見交換の機会を持ち、また、海外から研究者

を招聘して講演会を開いて意見交換をすることを通して検討を深めた。また、研究会において各

研究メンバーが担った研究の成果を報告し合うことで情報を共有し、議論を通して検討を深めた。 

 
４．研究成果 

(1) 初年度である平成 28年度には、①消費者保護問題に関する EUの政策・対応の変遷をたど

り、関連する重要な個別立法（指令、規則）が採択され、あるいは提案が提言された経緯と、

その具体的な内容およびそれに関わる議論の分析を行い、また、②それが各国法にどのような

形で受容され、各国の法体系や取引にいかなる影響を及ぼしたのかを調査・検討した。また、

消費者法の体系化・構造化について、EU 域内、とりわけドイツで活発な議論が生じていたこと

から、その議論についてまず整理し、日本法の議論への接合可能性についての検討を開始した。 

(2) 平成29年度には、一方で、ヨーロッパ消費者法全体の包括的な動きについての検討を前年



度に引き続き進めるとともに、他方で、各国の消費者法の展開に関する分析にも力を入れた。具

体的には、EUの消費者関連指令が各国消費者法にいかなる影響を与えているのかを明らかにする

ための調査検討作業を進めた。その際、各国の法体系の中における消費者法制の位置づけ、規制

形式や、規制の実効化策（差止請求権、違法な収益の剥奪請求権、損害賠償請求権など）にも注

目した。 

この年度における調査検討の中で、特に力点を置いたテーマのひとつは、広告規制である。広

告規制は、消費者法と競争法が交錯する分野でもあり、消費者団体の役割も期待される分野であ

ることから、各国の広告規制とその実効化策について、さらに研究を進めた。また、インターネ

ット上の市場の急速の拡大と共に浮上した重要な問題のひとつである「オンラインプラットフォ

ーマーの責任のあり方」について調査を進めた。その研究を深めるため、外国人研究者を招聘し

て講演会を開催し、意見交換を行った。 

(3) ３年目の平成 30年度には、一方で、消費者団体訴訟制度の実効化のあり方、広告規制の

あり方、オンラインプラットフォーマー責任のあり方、消費者像の再検討などの個別の問題に

取り組むとともに、消費者法の体系化という観点から、全体をまとめる作業を進めた。 

(4) これらの作業を通じて、本研究では、①EU のデジタル市場統一化へ向けた動向、消費者

権利指令や不公正取引方法指令をめぐるその後の状況、集団的被害回復を含めた消費者団体訴

訟制度と利益剥奪制度の動向、オンラインプラットフォーマー責任をめぐる議論動向などにつ

いての調査を行い、その一部は既に論文等で公表した。②消費者法の体系化に関する検討を深

め、消費者法分野に属する各種ルールの役割分担と適切な連携という視点と、事業者、事業者

団体、消費者、消費者団体および行政という関係主体の適切な役割分担及び連携により消費者

保護の実効性を確保する仕組の構築という視点（関係主体の役割分担と連携）が消費者法の体

系化にとって重要であるという基本的な考え方を打ち出すとともに、消費者法の実質的な意味

における体系化と実効化のためのより具体的な方策を検討した。このような研究の成果は、ま

とめて出版することを計画し、そのための準備を進めているところである。 
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